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コロナ禍における女性の負担軽減と適切な情報提供に関する緊急要望 

 

世界各国で女性の月経に関する「生理の貧困」が問題となっています。 

「生理の貧困」とは、生理用品を買うお金がない、また、利用できない、利用し

にくい環境にある事を指し、発展途上国のみならず格差が広がっている先進国にお

いても問題になっています。この「生理の貧困」解消のために、例えばイギリスで

は 2020年から全国の小・中・高校で生理用品が無償で提供されていると報道され

ています。また、フランス、ニュージーランド、韓国なども同様の動きがありま

す。 

この問題は日本でも無関係ではなく、先日、任意団体である「＃みんなの生理」

が行ったオンラインアンケート調査によると、５人に１人の若者が金銭的な理由で

生理用品を買うのに苦労した、他の物で代用している等との結果が出ています。ま

た、貧困で購入できないだけでなく、ネグレクトにより親等から生理用品を買って

もらえない子どもたちがいるとの指摘もあります。更に、労働基準法に定められた

「生理休暇」制度については周知が進んでおらず、日常生活に支障をきたす生理中

の症状のつらさがあっても職場や学校に理解されず辛い思いを抱えている現状があ

ります。山形市におきましては、誰一人取り残さない社会を実現するために、１日

も早く、このような女性の負担軽減に取り組んで頂くよう以下要望します。 

 

記 

 

1. 防災備蓄品目に生理用品を加えること。 

2. 経済的理由により生理用品の用意が難しい方には、公的資金を投じて円滑な運営

にて配布すること等を国に対して要望し、必要な方に届く仕組みを講じること。 

3. 市内の小学校・中学校・高等学校及び大学において、生理用品を無償で提供する

方策を検討すること。 

4. 生理不順により、「生理日の就業が著しく困難な女性に対する措置」として、労働

基準法第６８条で定められた制度の周知に取り組み、職場更には学校において適

切に体を休め環境整備に努められるよう取り組むこと。 

5. 生理を隠さなければならない風潮とするのではなく、学校教育においても社会全

体においても、適切な情報提供に努めること。 


